
　8月末に市民意見の結果
を公表した新火葬場建設候補地（案）は

意見の部分選択と文章要約が少なくないの
で、さらなる工夫が必要では。

　自然エネルギーのまちづくりのために、
FIT制度改正への対応、木質バイオマス

や小規模地熱の発電など、さらに地域内経済
循環に取り組む展望は。

　これまでの常識や成功
体験は通用しない。専決処分にしても

市民生活の切迫感から乖離した役所の論理で
は機構改革も迫られる。多すぎる部長職、経
済運営の司令塔として整理統合すべき産業経
済部門。理事職を創設し、政策顧問等を置く
対応は、行政運営をわかりにくくする。人口
9万人弱の地方自治体。無理して間口を広げ
なくても信頼される行政運営に努めるべき。

　コロナ禍で事業者は収
入状況が回復する兆しのない中で、助

成金依存は企業の経営体質を弱め失業者の増
加が予想される。市のまちづくり戦略には「多
様な働き方に適応した労働環境の構築」が示
されている。地域資源を活用した雇用政策に
重点を置いた制度設計や副業も含めた働き方
などの視点が重要と考えるが。

　家族・地域・介護事業所・
行政のそれぞれの役割の中で、介護支

援専門員・ケアマネージャーなどの福祉職が
介護予防ケアプランのうちから「個別避難計
画」の作成に最初の段階から関わることが効
率的だと考えるが、委託料の対価が安い現状
であり、市はどのように対応していくのか。

　あらかじめ要約等を行った場合は、原
文を資料添付するなどの工夫について

検討していく。

　新エネルギービジョン計画の見直しに
取り組んでいる。自然エネルギー利用

による暮らしの豊かさを
実感できるまちづくりに
つながるよう見直しを進
めていく。

　専決・補正についは、今後の在り方に
十分留意して進める。組織運営につい

ては、理事・各部長の調整機能もあり、今後
もう少し検討していきたい。

　業種を越えた交流機会の創出、多様な
働き方に適応した労働環境の構築を進

める。コロナ禍では、取り組みをより加速す
ると共に想定した効
果が得られるのか検
証し、新たに必要と
なる施策などを補い
ながら失業者への対
策に取り組む。

　国の介護給付費分科会では、来年度か
らの介護報酬の改定に向けて、介護予

防ケアプランの単
価についても議論
されていると聞
いており、市でも
これらの議論の動
向を注視しながら
対応を検討してい
く。

意見への向き合い方と
まちづくりの実感

災害時の「個別避難
計画」について
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コロナ禍での失業者対策
と今後の働き方とは

ニューノーマルが迫る
市政運営の課題

高山市議会ぎかいだより�第41号12

一 般 質 問


